
第２特集―「働き方の改革」と現場の課題

Business Labor Trend 2008.3

31

日
本
と
Ｅ
Ｕ
の
政
労
使
・
学
者
が
定
期
的

に
顔
を
合
わ
せ
、
共
通
の
雇
用
問
題
な
ど
に

つ
い
て
意
見
交
換
す
る
「
日
・
Ｅ
Ｕ
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
」（
主
催
・
厚
生
労
働
省
お
よ
び
Ｅ
Ｕ
）

が
一
月
一
七
日
、
東
京
・
渋
谷
の
国
連
大
学

本
部
ビ
ル
で
開
催
さ
れ
た
。
今
年
の
全
体
テ

ー
マ
は
「
雇
用
・
就
労
形
態
の
多
様
化
」（The 

diversification of form
s of w

ork and 
em
ploym

ent

）。
第
一
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
は

「
仕
事
と
生
活
の
調
和
」（R

econciling 
w
ork and P

rivate life

）
に
つ
い
て
話
し

合
い
、
専
門
家
報
告
で
は
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
の
原

ひ
ろ
み
研
究
員
が
日
本
側
の
現
状
を
報
告
し

た
。
以
下
、
第
一
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
の
議
論
を

中
心
に
シ
ン
ポ
の
概
要
を
紹
介
す
る
。

正
社
員
の
働
き
方
の

見
直
し
を

日
本

第
一
セ
ッ
シ
ョ
ン
の
専
門
家
報
告
で
原
研

究
員
は
、
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
が
二
〇
〇
五
年
に
実

施
し
た
「
日
本
人
の
働
き
方
調
査
」
の
デ
ー

タ
か
ら
日
本
の
正
社
員
・
非
正
社
員
の

労
働
時
間
の
現
状
を
報
告
し
た
。

同
調
査
で
は
「
あ
な
た
は
、
労
働
時

間
を
短
く
し
た
い
で
す
か
、
長
い
で
す

か
」
と
尋
ね
て
い
る
が
、
正
社
員
で
は

「
短
く
し
た
い
（
労
働
時
間
過
剰
）」

が
六
〇
％
に
上
る
一
方
、
非
正
社
員
で

は
「
今
の
ま
ま
で
よ
い
（
最
適
労
働
時

間
）」
が
七
一
％
に
上
り
、
雇
用
形
態

間
で
労
働
時
間
の
過
不
足
感
に
違
い
が

見
ら
れ
た
。

労
働
時
間
の
過
不
足
感
と
、
仕
事
上
、

健
康
を
損
な
う
危
険
を
ど
の
よ
う
に
感

じ
て
い
る
か
に
つ
い
て
の
ク
ロ
ス
集
計

で
は
、
労
働
時
間
過
剰
の
人
で
は
危
険

を
感
じ
る
人
の
割
合（「
や
や
感
じ
る
」

＋
「
と
て
も
感
じ
る
」）
が
七
割
弱
に

達
し
、
最
適
労
働
時
間
、
労
働
時
間
不

足
の
人
と
比
べ
て
大
き
な
差
が
あ
っ
た
。
ま

た
、
仕
事
上
の
身
体
の
疲
れ
・
ス
ト
レ
ス
と

労
働
時
間
過
不
足
感
と
の
ク
ロ
ス
集
計
を
見

る
と
、
労
働
時
間
過
剰
の
人
が
身
体
の
疲
れ

に
お
い
て
も
、
ま
た
ス
ト
レ
ス
に
お
い
て
も

高
い
割
合
で
感
じ
て
い
た
。

こ
れ
ら
の
結
果
か
ら
原
研
究
員
は
、
労
働

時
間
を
短
く
し
た
い
と
考
え
て
い
る
人
、
つ

ま
り
労
働
時
間
を
過
剰
に
感
じ
て
い
る
人
ほ

ど
仕
事
上
で
身
体
の
疲
れ
や
健
康
を
損
な
う

危
険
・
ス
ト
レ
ス
を
感
じ
て
お
り
、「
仕
事
以

外
に
も
支
障
を
き
た
し
て
い
る
こ
と
は
想
像

に
難
く
な
い
」
と
指
摘
。「
仕
事
と
生
活
の

調
和
が
維
持
で
き
な
い
可
能
性
が
高
い
」
と

語
っ
た
。

で
は
、
そ
の
原
因
は
何
な
の
か
。
原
研
究

員
は
社
員
の
誰
が
労
働
時
間
を
過
剰
に
感
じ

て
い
る
の
か
に
つ
い
て
の
計
量
分
析
の
結
果

を
紹
介
し
た
。
そ
れ
に
よ
る
と
、「
週
五
〇
時

間
以
上
六
〇
時
間
未
満
働
い
て
い
る
人
」
や

「
週
六
〇
時
間
以
上
働
い
て
い
る
人
」、「
正

社
員
で
あ
る
こ
と
」
が
過
剰
感
に
統
計
的
に

有
意
で
、「
労
働
時
間
管
理
の
柔
軟
性
」
は
影

響
を
与
え
て
い
な
か
っ
た
。
こ
の
結
果
か
ら

原
研
究
員
は
「
ま
ず
は
長
時
間
労
働
の
是
正

が
必
要
だ
」
と
強
調
。
土
日
出
勤
す
る
こ
と

や
有
給
休
暇
を
消
化
で
き
な
い
こ
と
、
か
つ
、

家
庭
の
事
情
な
ど
に
よ
る
突
発
的
な
有
給
休

暇
で
さ
え
も
取
れ
な
い
状
況
が
過
剰
感
を
も

た
ら
す
と
し
て
、
正
社
員
の
働
き
方
の
見
直

し
が
必
要
だ
と
の
認
識
を
示
し
た
。

従
業
員
主
権
が
重
要

Ｅ
Ｕ

Ｅ
Ｕ
側
の
専
門
家
報
告
は
、
テ
ィ
ル
ブ
ル

グ
大
学
（
オ
ラ
ン
ダ
）
の
ル
ー
ド
・
Ａ
・
マ

ッ
フ
ル
ズ
教
授
が
行
っ
た
。

ま
ず
は
各
国
で
ど
の
よ
う
な
労
働
時
間
柔

軟
政
策
が
採
ら
れ
て
い
る
か
を
説
明
。
従
業

員
側
に
と
っ
て
必
要
性
の
高
い
施
策
で
増
え

て
い
る
の
は
、
育
児
・
介
護
休
業
や
教
育
訓

練
休
暇
な
ど
で
あ
る
と
紹
介
し
、
雇
用
主
側

に
と
っ
て
の
施
策
と
し
て
は
、
時
間
外
労
働

の
ほ
か
に
、
労
働
需
要
が
高
い
時
に
柔
軟
に

労
働
投
入
量
を
増
や
す
不
規
則
就
労
制
度
な

ど
も
あ
る
と
説
明
し
た
。
各
国
の
政
策
担
当

者
の
間
で
九
〇
年
代
に
ポ
ピ
ュ
ラ
ー
で
あ
っ

た
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
や
早
期
退
職
制
度
は
、

今
で
は
ポ
ピ
ュ
ラ
ー
で
は
な
い
と
い
う
。

次
に
マ
ッ
フ
ル
ズ
教
授
は
、
Ｅ
Ｕ
の
従
業

員
が
自
ら
の
労
働
時
間
の
調
整
に
つ
い
て
ど

の
程
度
の
発
言
権
を
も
っ
て
い
る
か
に
つ
い

て
調
査
結
果
か
ら
報
告
し
た
。
Ｅ
Ｕ
の
な
か

で
す
べ
て
を
自
分
で
決
定
で
き
る
と
答
え
た

人
の
割
合
が
も
っ
と
も
高
か
っ
た
地
域
は

「
北
欧
＋
オ
ラ
ン
ダ
」
で
一
三
％
（
例
え
ば

東
欧
諸
国
で
は
わ
ず
か
四
〜
五
％
に
と
ど
ま

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
と
雇
用
保
障
を

　

い
か
に
調
和
さ
せ
る
か

―

第
12
回　

日･

Ｅ
Ｕ
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
か
ら

日・ＥＵシンポ討議の様子
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る
）。
あ
る
程
度
は
自
分
で
調
整
で
き
る
と

答
え
た
人
の
割
合
も
足
し
合
わ
せ
る
と
、
北

欧
＋
オ
ラ
ン
ダ
で
は
そ
の
割
合
は
五
〇
％
に

達
す
る
。
次
い
で
高
い
割
合
な
の
は
「
ア
ン

グ
ロ
サ
ク
ソ
ン
諸
国
（
イ
ギ
リ
ス
な
ど
）」
で
、

南
欧
や
東
欧
は
、
全
般
的
に
発
言
力
は
弱
い

結
果
と
な
っ
た
。

近
年
で
は
Ｅ
Ｕ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
な
ど
が

次
々
と
出
さ
れ
る
一
方
、
各
国
で
も
労
働
柔

軟
化
政
策
が
採
ら
れ
る
こ
と
が
増
え
て
い
る

と
マ
ッ
フ
ル
ズ
教
授
は
紹
介
。
そ
れ
に
よ
っ

て
生
産
性
が
高
ま
れ
ば
、
企
業
に
と
っ
て
も

利
益
に
繋
が
る
か
ら
だ
。
労
働
時
間
だ
け
で

な
く
、
在
宅
勤
務
や
社
外
労
働
、
子
や
親
以

外
の
扶
養
家
族
の
た
め
の
育
児
・
介
護
休
暇

制
度
や
労
働
時
間
口
座
な
ど
も
議
論
さ
れ
る

よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

企
業
内
で
も
多
く
の
柔
軟
策
が
採
ら
れ
て

お
り
、
マ
ッ
フ
ル
ズ
教
授
は
、「
重
要
な
の
は

従
業
員
に
そ
の
主
権
が
あ
る
こ
と
と
、
労
働

時
間
の
貯
蓄
を
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と

だ
」
と
強
調
。
そ
れ
に
は
経
営
者
、
労
働
組

合
な
ど
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
合
意
が
必
要

だ
が
、
同
教
授
は
「
休
暇
を
取
得
す
る
こ
と

は
従
業
員
だ
け
で
な
く
経
営
者
に
と
っ
て
も

悪
い
こ
と
で
は
な
い
」
と
あ
ら
た
め
て
力
説

し
た
。

画
一
的
対
応
で
は
解
決
で
き
な
い

専
門
家
報
告
に
続
い
て
行
わ
れ
た
パ
ネ
ル

デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
で
は
、
日
本
・
Ｅ
Ｕ
そ

れ
ぞ
れ
の
政
労
使
か
ら
報
告
が
あ
っ
た
。
欧

州
公
共
企
業
セ
ン
タ
ー
（
Ｃ
Ｅ
Ｅ
Ｐ
・
経
営

側
）
の
ヴ
ァ
レ
リ
ア
・
ロ
ン
ツ
ィ
ッ
テ
ィ
社

会
部
長
は
、
こ
れ
ま
で
の
Ｅ
Ｕ
で
の
政
策
立

案
の
経
緯
を
説
明
。
一
〇
年
以
上
た
っ
て
、

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
（
Ｗ
Ｌ
Ｂ
）

は
育
児
休
業
だ
け
で
な
く
、
も
っ
と
範
囲
が

広
い
と
の
認
識
が
生
ま
れ
た
と
コ
メ
ン
ト
し

た
。英

国
労
組
会
議
（
Ｔ
Ｕ
Ｃ
・
労
働
側
）
の

グ
ロ
ー
リ
ア
・
ミ
ル
ス
・
ゼ
ネ
ラ
ル
カ
ウ
ン

シ
ル
メ
ン
バ
ー
は
「
子
供
を
も
っ
た
と
き
に
、

仕
事
を
と
る
か
、
家
族
を
と
る
か
の
選
択
を

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
状
況
は
間
違
っ
て
い

る
」
と
主
張
。
英
国
で
は
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン

グ
や
派
遣
労
働
が
増
え
て
い
る
が
「
女
性
は

そ
の
袋
小
路
に
入
り
込
ん
で
し
ま
わ
な
い
か

と
あ
せ
り
が
あ
る
」
と
し
、
そ
の
対
応
が
必

要
だ
と
コ
メ
ン
ト
し
た
。

欧
州
委
員
会
雇
用
・
社
会
問
題
・
機
会
均

等
総
局
の
ジ
ャ
ン―

ポ
ー
ル
・
ト
リ
カ
ー
ル

国
際
関
係
・
拡
大
課
長
は
「
各
国
が
画
一
的

な
ア
プ
ロ
ー
チ
を
し
て
い
て
は
Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
問

題
は
解
決
で
き
な
い
」
と
述
べ
た
上
で
、
Ｗ

Ｌ
Ｂ
の
目
的
は
拡
大
し
た
と
説
明
。
従
来
の

女
性
・
母
親
の
問
題
だ
け
で
な
く
、
雇
用
参

加
や
弱
者
保
護
、
教
育
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
も

あ
る
と
訴
え
た
。

憲
章
策
定
は
画
期
的
な
こ
と

日
本
の
経
営
側
で
あ
る
日
本
経
団
連
の
松

井
博
志
労
政
第
二
本
部
長
は
「
管
理
職
の
な

か
に
は
、
Ｗ
Ｌ
Ｂ
は
仕
事
を
怠
け
る
も
の
と

の
意
識
が
あ
る
が
、
こ
れ
を
や
っ
て
従
業
員

に
活
き
活
き
と
働
い
て
も
ら
う
と
の
考
え
方

を
持
た
な
い
と
、
従
業
員
は
定
着
し
な
い
」

と
強
調
。「
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

推
進
官
民
ト
ッ
プ
会
議
」
が
〇
七
年
一
二
月

に
策
定
し
た
「
仕
事
と
生
活
の
調
和
（
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
）
憲
章
」
お
よ
び

行
動
指
針
に
つ
い
て
、
各
企
業
に
お
け
る
労

使
の
自
主
的
な
取
り
組
み
を
尊
重
す
る
と
述

べ
た
。

連
合
の
長
谷
川
裕
子
総
合
労
働
局
長
は
、

わ
が
国
の
長
時
間
労
働
の
実
態
や
そ
れ
に
と

も
な
う
過
労
死
等
の
増
加
の
問
題
、
労
災
支

給
決
定
件
数
な
ど
を
紹
介
。「
わ
が
国
に
と

っ
て
非
常
事
態
だ
」
と
問
題
意
識
を
あ
ら
わ

に
し
、
や
は
り
労
働
者
を
長
時
間
か
ら
解
放

す
る
強
硬
な
労
働
法
規
が
必
要
だ
と
主
張
し

た
。
ま
た
、
時
間
外
割
増
率
に
つ
い
て
「
他

国
に
比
べ
て
低
い
」
と
コ
メ
ン
ト
。
年
間
総

実
労
働
時
間
の
数
値
目
標
と
し
て
一
八
〇
〇

時
間
を
再
設
定
す
る
こ
と
も
必
要
だ
と
述
べ

た
。最

後
に
、
厚
生
労
働
省
労
働
基
準
局
の
氏

兼
裕
之
勤
労
者
生
活
部
長
は
、
労
働
時
間
の

長
短
二
極
化
の
進
展
や
パ
ー
ト
労
働
者
の
増

加
な
ど
、
わ
が
国
の
Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
現
状
に
つ
い

て
報
告
。
多
様
な
働
き
方
を
可
能
に
す
る
こ

と
や
、
働
き
方
の
見
直
し
が
生
産
性
の
向
上

や
競
争
力
の
向
上
に
つ
な
が
る
と
強
調
す
る

と
と
も
に
、
自
ら
「
画
期
的
だ
」
と
表
し
た

Ｗ
Ｌ
Ｂ
憲
章
お
よ
び
行
動
指
針
に
つ
い
て
、

社
会
全
体
を
動
か
す
大
き
な
契
機
と
な
る
こ

と
を
期
待
し
た
い
と
語
っ
た
。
こ
の
後
、
全

体
討
論
も
行
わ
れ
、
日
本
・
Ｅ
Ｕ
そ
れ
ぞ
れ

の
報
告
者
が
、
疑
問
点
や
コ
メ
ン
ト
を
お
互

い
に
ぶ
つ
け
あ
っ
た
。

な
お
、
第
二
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
は
「
柔
軟
な

労
働
市
場
と
労
働
者
保
護
の
組
み
合
わ
せ
」

（C
om
bining flexible labour m

arket 
and the protection of w

orkers

）
に
つ

い
て
議
論
し
た
。

（
調
査
・
解
析
部　

荒
川
創
太
）
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